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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
非磁性支持体上に強磁性粉末および結合剤を含む磁性層を有する磁気テープであって、
前記磁性層は、タイミングベースサーボパターンを有し、
前記磁性層の表面において測定される中心線平均表面粗さＲａは、１．８ｎｍ以下であり
、かつ
前記磁性層の表面の素地部分において測定される摩擦係数は、０．３５以下である磁気テ
ープ。
【請求項２】
前記素地部分において測定される摩擦係数は、０．１５～０．３５の範囲である請求項１
に記載の磁気テープ。
【請求項３】
前記素地部分において測定される摩擦係数は、０．１５～０．３０の範囲である請求項１
または２に記載の磁気テープ。
【請求項４】
前記中心線平均表面粗さＲａは、１．２～１．８ｎｍの範囲である請求項１～３のいずれ
か１項に記載の磁気テープ。
【請求項５】
前記中心線平均表面粗さＲａは、１．２～１．６ｎｍの範囲である請求項１～４のいずれ
か１項に記載の磁気テープ。
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【請求項６】
前記非磁性支持体と磁性層との間に、非磁性粉末および結合剤を含む非磁性層を有する請
求項１～５のいずれか１項に記載の磁気テープ。
【請求項７】
請求項１～６のいずれか１項に記載の磁気テープと、磁気ヘッドと、サーボヘッドと、を
含む磁気テープ装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、磁気テープおよび磁気テープ装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　磁気記録媒体にはテープ状のものとディスク状のものがあり、データバックアップ、ア
ーカイブ等のデータストレージ用途には、テープ状の磁気記録媒体、即ち磁気テープが主
に用いられている。磁気テープへの情報の記録は、通常、磁気テープのデータバンド上に
磁気信号を記録することにより行われる。これによりデータバンドにデータトラックが形
成される。
【０００３】
　近年の情報量の莫大な増大に伴い、磁気テープには記録容量を高めること（高容量化）
が求められている。この高容量化のための手段としては、データトラックの幅を狭くする
ことにより、磁気テープの幅方向に、より多くのデータトラックを形成して記録密度を高
めることが挙げられる。
【０００４】
　しかしデータトラックの幅を狭くすると、磁気テープを磁気テープ装置（一般に、「ド
ライブ」と呼ばれる。）内で走行させ磁気信号の記録および／または再生を行う際、磁気
テープの幅方向の位置変動によって、磁気ヘッドがデータトラックに正確に追従すること
が困難となり、記録および／または再生時にエラーを起こし易くなってしまう。そこで、
かかるエラーの発生を低減するための手段として、近年、サーボ信号を利用するヘッドト
ラッキングサーボを用いたシステム（以下、「サーボシステム」と記載する。）が提案さ
れ、実用化されている（例えば特許文献１参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】米国特許第５６８９３８４号
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　サーボシステムの中で、磁気サーボ方式のサーボシステムでは、サーボ信号（サーボパ
ターン）を磁気テープの磁性層に形成し、このサーボパターンを磁気的に読み取ってヘッ
ドトラッキングを行う。より詳しくは、次の通りである。
　まずサーボヘッドで、磁性層に形成されているサーボ信号を読み取る。読み取ったサー
ボ信号に応じて、磁気テープの幅方向における磁気ヘッドの位置をコントロールする。こ
れにより、磁気信号（情報）の記録および／または再生のために磁気テープ装置内で磁気
テープを走行させる際、磁気テープの位置が磁気ヘッドに対して幅方向に変動しても、磁
気ヘッドがデータトラックに追従する精度を高めることができる。こうして、磁気テープ
に正確に情報を記録すること、および／または、磁気テープに記録されている情報を正確
に再生すること、が可能となる。
【０００７】
　上記の磁気サーボ方式のサーボシステムとしては、近年、タイミングベースサーボ方式
が広く用いられている。タイミングベースサーボ方式のサーボシステム（以下、「タイミ
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ングベースサーボシステム」と記載する。）では、二種以上の異なる形状の複数のサーボ
パターンを磁性層に形成し、サーボヘッドが、異なる形状の２つのサーボパターンを再生
した（読み取った）時間間隔と、同じ形状の２つのサーボパターンを再生した時間間隔と
、によりサーボヘッドの位置を認識する。こうして認識されたサーボヘッドの位置に基づ
き、磁気テープの幅方向における磁気ヘッドの位置がコントロールされる。
【０００８】
　ところで、近年、磁気テープには、磁性層の表面平滑性を高めることが求められている
。磁性層の表面平滑性を高めることは、電磁変換特性の向上につながるためである。
しかるに本発明者らが検討を重ねる中で、磁気テープの磁性層の表面平滑性が高くなると
、タイミングベースサーボシステムにおいて磁気ヘッドをデータトラックに追従させる精
度（以下、「ヘッド位置決め精度」という。）が低下してしまうという、従来知られてい
なかった現象が発生することが明らかとなった。
【０００９】
　そこで本発明の目的は、磁気テープにおける磁性層の表面平滑性の向上とタイミングベ
ースサーボシステムにおけるヘッド位置決め精度向上とを両立することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明の一態様は、
　非磁性支持体上に強磁性粉末および結合剤を含む磁性層を有する磁気テープであって、
　磁性層は、タイミングベースサーボパターンを有し、
　磁性層の表面において測定される中心線平均表面粗さＲａは、１．８ｎｍ以下であり、
かつ
　磁性層の表面の素地部分において測定される摩擦係数は、０．３５以下である磁気テー
プ、
　に関する。
【００１１】
　本発明および本明細書における「タイミングベースサーボパターン」とは、タイミング
ベースサーボシステムにおけるヘッドトラッキングが可能なサーボパターンをいう。タイ
ミングベースサーボシステムについては、先に記載した通りである。タイミングベースサ
ーボシステムにおけるヘッドトラッキングが可能なサーボパターンは、サーボパターン記
録ヘッド（「サーボライトヘッド（ｓｅｒｖｏ　ｗｒｉｔｅ　ｈｅａｄ）」とも呼ばれる
。）により、磁性層に二種以上の異なる形状の複数のサーボパターンとして形成される。
一例では、二種以上の異なる形状の複数のサーボパターンが、同種の形状の複数のサーボ
パターンごとに連続して一定の間隔をもって配置される。他の一例では、異なる種類のサ
ーボパターンが交互に配置される。なおサーボパターンが同種の形状であることは、完全
に同一の形状であることのみを意味するものではなく、サーボライトヘッド等の装置に起
因して発生し得る形状誤差は許容されるものとする。タイミングベースサーボシステムに
おけるヘッドトラッキングが可能なサーボパターンの形状および磁性層における配置は公
知であり、具体的態様は後述する。以下、タイミングベースサーボパターンを、単にサー
ボパターンとも記載する。本明細書には、ヘッドとして、「サーボライトヘッド」、「サ
ーボヘッド」、および「磁気ヘッド」が記載されている。サーボライトヘッドとは、上記
の通りサーボ信号の記録（即ち、サーボパターンの形成）を行うヘッドである。サーボヘ
ッドとは、サーボ信号の再生（即ち、サーボパターンの読み取り）を行うヘッドであり、
磁気ヘッドとは、特記しない限り、情報の記録および／または再生を行うヘッドである。
【００１２】
　本発明および本明細書において、磁気テープの磁性層表面において測定される中心線平
均表面粗さＲａ（以下、「磁性層表面Ｒａ」とも記載する。）とは、原子間力顕微鏡（Ａ
ｔｏｍｉｃ　Ｆｏｒｃｅ　Ｍｉｃｒｏｓｃｏｐｅ；ＡＦＭ）により面積４０μｍ×４０μ
ｍの領域で測定される値とする。測定条件の一例としては、下記の測定条件を挙げること
ができる。後述の実施例に示す中心線平均表面粗さＲａは、下記測定条件下での測定によ
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って求めた値である。本発明および本明細書において、磁気テープの「磁性層（の）表面
」とは、磁気テープの磁性層側表面と同義である。
　ＡＦＭ（Ｖｅｅｃｏ社製Ｎａｎｏｓｃｏｐｅ４）で磁気テープの磁性層表面の面積４０
μｍ×４０μｍの領域を測定する。スキャン速度（探針移動速度）は４０μｍ／秒、分解
能は５１２ｐｉｘｅｌ×５１２ｐｉｘｅｌとする。
【００１３】
　本発明および本明細書における素地部分とは、磁気テープの磁性層表面において、以下
の方法により特定される部分をいうものとする。
　原子間力顕微鏡（Ａｔｏｍｉｃ　Ｆｏｒｃｅ　Ｍｉｃｒｏｓｃｏｐｅ：ＡＦＭ）によっ
て測定された、視野中の凸成分と凹成分の体積が等しくなる面を基準面として定め、その
基準面から１５ｎｍ以上の高さの突起を、突起と定義する。そして、かかる突起の数がゼ
ロ個である部分、即ち磁気テープの磁性層表面において基準面から１５ｎｍ以上の高さの
突起が検出されない部分を、素地部分と特定する。
　また、素地部分において測定される摩擦係数とは、以下の方法により測定される値とす
る。
　素地部分において（測定箇所：磁気テープの長手方向１０μｍ長）、半径１μｍのダイ
ヤモンド製球状圧子を荷重１００μＮおよび速度１μｍ／秒で１回往復させて摩擦力（水
平力）および垂直抗力を測定する。ここで測定される摩擦力および垂直抗力は、上記１回
の往復中に摩擦力および垂直抗力を常時測定して得られる算術平均である。以上の測定は
、例えばＨｙｓｉｔｒｏｎ社ＴＩ－９５０型トライボインデンターにて行うことができる
。そして、測定された摩擦力の算術平均および垂直抗力の算術平均から、摩擦係数μ値を
算出する。なお摩擦係数は、摩擦力（水平力）Ｆ（単位：ニュートン（Ｎ））と垂直抗力
Ｎ（単位：ニュートン（Ｎ））から、次式：Ｆ＝μＮ、により求められる値である。上記
の測定および摩擦係数μ値の算出を、磁気テープの磁性層表面で無作為に決定した素地部
分の３箇所において行い得られた３つの測定値の算術平均を、素地部分において測定され
る摩擦係数とする。以下において、素地部分において測定される摩擦係数を、「素地摩擦
」ともいう。
【００１４】
　一態様では、素地摩擦は、０．１５～０．３５の範囲である。
【００１５】
　一態様では、素地摩擦は、０．１５～０．３０の範囲である。
【００１６】
　一態様では、上記中心線平均表面粗さＲａは、１．２～１．８ｎｍの範囲である。
【００１７】
　一態様では、上記中心線平均表面粗さＲａは、１．２～１．６ｎｍの範囲である。
【００１８】
　一態様では、上記磁気テープは、非磁性支持体と磁性層との間に、非磁性粉末および結
合剤を含む非磁性層を有する。
【００１９】
　本発明の更なる態様は、上記磁気テープと、磁気ヘッドと、サーボヘッドと、を含む磁
気テープ装置に関する。
【発明の効果】
【００２０】
　本発明の一態様によれば、表面平滑性が高い磁性層にタイミングベースサーボパターン
を有する磁気テープであって、タイミングベースサーボシステムにおけるヘッド位置決め
精度が向上した磁気テープ、およびこの磁気テープへ磁気信号を記録および／または再生
する磁気テープ装置を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２１】
【図１】データバンドおよびサーボバンドの配置例を示す。
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【図２】ＬＴＯ（Ｌｉｎｅａｒ－Ｔａｐｅ－Ｏｐｅｎ） Ｕｌｔｒｉｕｍフォーマットテ
ープのサーボパターン配置例を示す。
【発明を実施するための形態】
【００２２】
［磁気テープ］
　本発明の一態様は、非磁性支持体上に強磁性粉末および結合剤を含む磁性層を有する磁
気テープであって、磁性層は、タイミングベースサーボパターンを有し、磁性層の表面に
おいて測定される中心線平均表面粗さＲａは、１．８ｎｍ以下であり、かつ磁性層の表面
の素地部分において測定される摩擦係数は、０．３５以下である磁気テープに関する。
　以下、上記磁気テープについて、更に詳細に説明する。なお以下の記載には、本発明者
らの推察が含まれる。かかる推察によって本発明は限定されるものではない。また、以下
では、図面に基づき例示的に説明することがある。ただし、例示される態様に本発明は限
定されるものではない。
【００２３】
＜タイミングベースサーボパターン＞
　上記磁気テープは、磁性層にタイミングベースサーボパターンを有する。タイミングベ
ースサーボパターンとは、先に説明したサーボパターンである。例えば、磁気テープ装置
の記録方式として広く用いられているリニア記録方式に適用される磁気テープには、通常
、磁性層に、サーボパターンが形成された領域（「サーボバンド」と呼ばれる）が磁気テ
ープの長手方向に沿って複数存在する。２本のサーボバンドに挟まれた領域は、データバ
ンドと呼ばれる。情報（磁気信号）の記録はデータバンド上で行われ、各データバンドに
は複数のデータトラックが長手方向に沿って形成される。
【００２４】
　図１に、データバンドおよびサーボバンドの配置例を示す。図１中、磁気テープ１の磁
性層には、複数のサーボバンド１０が、ガイドバンド１２に挟まれて配置されている。２
本のサーボバンドに挟まれた複数の領域１１が、データバンドである。サーボパターンは
、磁化領域であって、サーボライトヘッドにより磁性層の特定の領域を磁化することによ
って形成される。サーボライトヘッドにより磁化する領域（サーボパターンを形成する位
置）は規格により定められており、例えば業界標準規格であるＬＴＯＵｌｔｒｉｕｍフォ
ーマットテープには、磁気テープ製造時に、図２に示すようにテープ幅方向に対して傾斜
した複数のサーボパターンが、サーボバンド上に形成される。詳しくは、図２中、データ
バンド１０上のサーボフレームＳＦは、サーボサブフレーム１（ＳＳＦ１）およびサーボ
サブフレーム２（ＳＳＦ２）から構成される。サーボサブフレーム１は、Ａバースト（図
２中、符号Ａ）およびＢバースト（図２中、符号Ｂ）から構成される。Ａバーストはサー
ボパターンＡ１～Ａ５から構成され、ＢバーストはサーボパターンＢ１～Ｂ５から構成さ
れる。一方、サーボサブフレーム２は、Ｃバースト（図２中、符号Ｃ）およびＤバースト
（図２中、符号Ｄ）から構成される。ＣバーストはサーボパターンＣ１～Ｃ４から構成さ
れ、ＤバーストはサーボパターンＤ１～Ｄ４から構成される。このような１８本のサーボ
パターンが５本と４本のセットで、５、５、４、４、の配列で並べられたサブフレームに
配置され、サーボフレームを識別するために用いられる。図２には、１つのサーボフレー
ムを示したが、各データバンドには、複数のサーボフレームが走行方向に配置される。図
２中、矢印は走行方向を示している。
【００２５】
　タイミングベースサーボシステムでは、異なる形状の２つのサーボパターンをサーボヘ
ッドが再生した（読み取った）時間間隔と、同じ形状の２つのサーボパターンを再生した
時間間隔と、によりサーボヘッドの位置を認識する。時間間隔は、通常、サーボ信号の再
生波形のピークの時間間隔として求められる。例えば、図２に示す態様では、Ａバースト
のサーボパターンとＣバーストのサーボパターンが同じ形状のサーボパターンであり、Ｂ
バーストのサーボパターンとＤバーストのサーボパターンが同じ形状のサーボパターンで
ある。ＡバーストのサーボパターンおよびＣバーストのサーボパターンは、Ｂバーストの
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サーボパターンおよびＤバーストのサーボパターンとは形状が異なるサーボパターンであ
る。異なる形状の２つのサーボパターンをサーボヘッドが再生した時間間隔とは、例えば
、Ａバーストのいずれかのサーボパターンを再生した時間とＢバーストのいずれかのサー
ボパターンを再生した時間との間隔である。同じ形状の２つのサーボパターンをサーボヘ
ッドが再生した時間間隔とは、例えば、Ａバーストのいずれかのサーボパターンを再生し
た時間とＣバーストのいずれかのサーボパターンを再生した時間との間隔である。
【００２６】
　タイミングベースサーボシステムは、上記の時間間隔が設定値からずれた場合、時間間
隔のズレは磁気テープの幅方向の位置変動に起因して発生することを前提とするシステム
である。設定値とは、磁気テープが幅方向で位置変動を起こさずに走行する場合の時間間
隔である。タイミングベースサーボシステムでは、求められた時間間隔の設定値からのズ
レの程度に応じて、磁気ヘッドを幅方向に移動させる。詳しくは、時間間隔の設定値から
のズレが大きいほど、磁気ヘッドを幅方向に大きく移動させる。この点は、図１および図
２に示す態様に限定されずタイミングベースサーボシステム全般に当てはまる。
【００２７】
　以上の点に関して、本発明者らは、上記磁気テープについて、次のように推察している
。
　磁性層表面の平滑性を高めた磁気テープにおいて、タイミングベースサーボシステムに
おけるヘッド位置決め精度の低下が生じる理由は、上記の時間間隔の設定値からのズレの
要因が、磁気テープの幅方向の位置変動以外の要因（以下、「他の要因」と記載する。）
も含むことにあると考えられる。タイミングベースサーボシステムが、他の要因によって
もたらされるズレも磁気テープの幅方向の位置変動によりもたらされるズレと認識する結
果、磁気ヘッドを、磁気テープの幅方向の位置変動に追従させるために要する移動距離よ
り多く移動させてしまうことが、タイミングベースサーボシステムにおけるヘッド位置決
め精度の要因と推察される。
　本発明者らは、上記の他の要因について、サーボヘッドの走行速度の変動が生じること
が、他の要因となる（即ち、上記の時間間隔の設定値からのズレの要因となる）と考え、
更に検討を重ねた。その結果、素地摩擦を０．３５以下とすることにより、磁性層表面Ｒ
ａが１．８ｎｍ以下の磁気テープにおいて、タイミングベースサーボシステムにおけるヘ
ッド位置決め精度を向上することが可能になることを、新たに見出した。この点について
更に説明する。
　磁性層表面Ｒａが１．８ｎｍ以下の磁気テープでは、これより磁性層表面が粗い磁気テ
ープと比べて、サーボヘッドが走行時に素地部分と接触する確率が高いと考えられる。し
たがって、磁性層表面Ｒａが１．８ｎｍ以下の磁気テープでは、サーボヘッドの走行速度
の変動に素地摩擦が与える影響が、磁性層表面Ｒａが１．８ｎｍを超える磁気テープと比
べて大きいと、本発明者らは考えている。素地摩擦の値が大きいほど、素地部分と接触し
たサーボヘッドの摺動性が低下し、走行速度の変動が生じると考えられる。これに対し、
素地摩擦を０．３５以下とすることが、磁性層表面Ｒａが１．８ｎｍ以下の磁気テープ上
を走行するサーボヘッドが素地部分と接触する際の摺動性を高めることに寄与し、サーボ
ヘッドの走行速度の変動が抑制されると、本発明者らは推察している。これにより上記の
時間間隔の設定値からのズレに対する他の要因の影響を低減できることが、磁性層表面Ｒ
ａが１．８ｎｍ以下の磁気テープにおいて、タイミングベースサーボシステムにおけるヘ
ッド位置決め精度向上をもたらすと、本発明者らは考えている。
　ただし、以上は本発明者らの推察であって、本発明を何ら限定するものではない。
【００２８】
　以下、上記磁気テープについて、更に詳細に説明する。
【００２９】
＜磁性層表面Ｒａ＞
　上記磁気テープの磁性層表面において測定される中心線平均表面粗さＲａ（磁性層表面
Ｒａ）は、１．８ｎｍ以下である。磁性層表面Ｒａが１．８ｎｍ以下の磁気テープは、何
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ら対策を施さなければ、タイミングベースサーボシステムにおいてヘッド位置決め精度が
低下する現象が発生してしまう。これに対し、素地摩擦が０．３５以下である上記磁気テ
ープは、磁性層表面Ｒａが１．８ｎｍ以下であるにもかかわらず、タイミングベースサー
ボシステムにおけるヘッド位置決め精度の低下を抑制することができる。この点に関する
本発明者らの推察は、先に記載した通りである。磁性層表面Ｒａが１．８ｎｍ以下である
上記磁気テープは、優れた電磁変換特性を示すことができる。電磁変換特性の更なる向上
の観点からは、磁性層表面Ｒａは、１．７ｎｍ以下であることが好ましく、１．６ｎｍ以
下であることが更に好ましく、１．５ｎｍ以下であることが一層好ましい。また、磁性層
表面Ｒａは、例えば１．２ｎｍ以上であることができる。ただし電磁変換特性向上の観点
からは磁性層表面Ｒａが低いほど好ましいため、上記例示した値を下回ってもよい。
【００３０】
　磁性層表面Ｒａは、公知の方法により制御することができる。例えば、磁性層に含まれ
る各種粉末（例えば、強磁性粉末、任意に含まれ得る非磁性粉末等）のサイズ、磁気テー
プの製造条件等により磁性層表面Ｒａは変わり得るため、これらを調整することにより、
磁性層表面Ｒａが１．８ｎｍ以下の磁気テープを得ることができる。
【００３１】
＜素地摩擦＞
　上記磁気テープの磁性層表面の素地部分において測定される摩擦係数（素地摩擦）は、
０．３５以下である。先に記載したように、素地摩擦が０．３５以下であることが、タイ
ミングベースサーボシステムにおけるヘッド位置決め精度向上に寄与すると、本発明者ら
は推察している。タイミングベースサーボシステムにおけるヘッド位置決め精度を更に向
上する観点から、素地摩擦は０．３３以下であることが好ましく、０．３０以下であるこ
とがより好ましい。また、素地摩擦は、例えば０．１０以上、０．１５以上または０．２
０以上であることができる。ただし、磁性層表面Ｒａが１．８ｎｍ以下の磁気テープにお
いて、タイミングベースサーボシステムにおけるヘッド位置決め精度の低下を抑制する観
点からは、素地摩擦は低いほど好ましいため、上記例示した値を下回ってもよい。
【００３２】
　先に素地摩擦の測定方法に関して、基準面から１５ｎｍ以上の高さの突起を突起と定義
した理由は、通常、磁性層表面に存在する突起と認識される突起が、主に基準面から１５
ｎｍ以上の高さの突起だからである。かかる突起は、例えば研磨剤等の非磁性粉末により
磁性層表面に形成されている。これに対し、本発明者らは、磁性層表面には、かかる突起
により形成された凹凸よりも微視的な凹凸が存在すると考えている。そして、この微視的
な凹凸の形状制御によって素地摩擦を調整することができると、本発明者らは推察してい
る。この推察に基づき、本発明者らが、素地部分の凹凸の形状を制御すべく平均粒子サイ
ズの異なる二種以上の強磁性粉末を用いて磁性層を形成したところ、素地摩擦を様々な値
に制御することが可能であった。したがって、素地摩擦を調整するための手段の１つとし
ては、強磁性粉末として平均粒子サイズの異なる二種以上の強磁性粉末を用いることが挙
げられる。より詳しくは、平均粒子サイズがより大きな強磁性粉末が凸部となることで素
地部分に上記の微視的な凹凸を形成することができ、平均粒子サイズがより大きな強磁性
粉末の混合比を高めることにより素地部分における凸部の存在率を高めることができる（
または逆に混合比を下げることにより素地部分における凸部の存在率を低下させることが
できる）と、本発明者らは考えている。詳細は更に後述する。
　また他の手段として、本発明者らは、素地部分の凹凸の形状を制御すべく、磁性層表面
に基準面から１５ｎｍ以上の高さの突起を形成可能な研磨剤等の非磁性粉末に加えて、強
磁性粉末より平均粒子サイズの大きな他の非磁性粉末を用いて磁性層を形成したところ、
素地摩擦を様々な値に制御することが可能であった。したがって、素地摩擦を調整するた
めの手段の１つとしては、磁性層形成時に上記の他の非磁性粉末を用いることが挙げられ
る。より詳しくは、上記の他の非磁性粉末が凸部となることで素地部分に上記の微視的な
凹凸を形成することができ、かかる非磁性粉末の混合比を高めることにより素地部分にお
ける凸部の存在率を高めることができる（または逆に混合比を下げることにより素地部分
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における凸部の存在率を低下させることができる）と、本発明者らは考えている。詳細は
更に後述する。
　加えて、上記二種の手段を組み合わせることにより、素地摩擦を調整することも可能で
ある。
　ただし上記の調整手段は例示であって、素地摩擦を調整可能な任意の手段によって、０
．３５以下の素地摩擦を実現することができ、そのような態様も本発明に包含される。
【００３３】
　以下、上記磁気テープについて、更により詳細に説明する。
【００３４】
＜磁性層＞
（強磁性粉末）
　上記の通り、素地摩擦の調整手段の１つとしては、強磁性粉末によって調整することが
挙げられる。上記磁気テープの磁性層に含有される強磁性粉末としては、磁気テープの磁
性層において強磁性粉末として通常用いられる各種粉末を使用することができる。
【００３５】
　強磁性粉末によって調整する具体的態様は、強磁性粉末として平均粒子サイズの異なる
二種以上の強磁性粉末を用いて磁性層を形成することである。この場合、二種以上の強磁
性粉末の中で、最も多くの割合で用いる強磁性粉末として、平均粒子サイズの小さいもの
を使用することが、磁気テープの記録密度向上の観点から好ましい。この点から、平均粒
子サイズの異なる二種以上の強磁性粉末を磁性層の強磁性粉末として用いる場合には、最
も多くの割合で用いる強磁性粉末として、平均粒子サイズが５０ｎｍ以下の強磁性粉末を
用いることが好ましい。一方、磁化の安定性の観点からは、最も多くの割合で用いる強磁
性粉末の平均粒子サイズは１０ｎｍ以上であることが好ましい。なお平均粒子サイズが異
なる二種以上の強磁性粉末を用いずに一種の強磁性粉末を用いる場合には、用いる強磁性
粉末の平均粒子サイズは、上記の理由から、５０ｎｍ以下であることが好ましく、１０ｎ
ｍ以上であることが好ましい。
【００３６】
　これに対し、最も多くの割合で用いる強磁性粉末とともに用いる強磁性粉末は、最も多
くの割合で用いる強磁性粉末より平均粒子サイズが大きなものであることが好ましい。平
均粒子サイズが大きな強磁性粉末により素地部分に形成される凸部によって、素地摩擦を
低減することができると考えられるからである。この点から、最も多くの割合で用いる強
磁性粉末の平均粒子サイズと、これとともに用いる強磁性粉末の平均粒子サイズは、「（
後者の平均粒子サイズ）－（前者の平均粒子サイズ）」として求められる差が、１０～８
０ｎｍの範囲であることが好ましく、１０～５０ｎｍの範囲であることがより好ましく、
１０～４０ｎｍの範囲であることが更に好ましく、１２～３５ｎｍの範囲であることが一
層好ましい。なお最も多くの割合で用いる強磁性粉末とともに用いる強磁性粉末として、
平均粒子サイズの異なる二種以上の強磁性粉末を用いることも、もちろん可能である。こ
の場合には、最も多くの割合で用いる強磁性粉末の平均粒子サイズに対して、上記二種以
上の強磁性粉末の少なくとも一種の強磁性粉末の平均粒子サイズが上記の差を満たすこと
が好ましく、より多くの種類の強磁性粉末の平均粒子サイズが上記の差を満たすことがよ
り好ましく、すべての強磁性粉末の平均粒子サイズが上記の差を満たすことが更に好まし
い。
【００３７】
　また、平均粒子サイズの異なる二種以上の強磁性粉末については、素地摩擦の制御の観
点から、最も多くの割合で用いる強磁性粉末と、他の強磁性粉末（他の強磁性粉末として
平均粒子サイズの異なる二種以上を用いる場合にはそれらの合計）との混合比は、質量基
準で、前者：後者＝９０．０：１０．０～９９．９：０．１の範囲とすることが好ましく
、９５．０：５．０～９９．５：０．５の範囲とすることがより好ましい。
【００３８】
　ここで平均粒子サイズの異なる強磁性粉末とは、平均粒子サイズが異なる強磁性粉末ロ
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ット全体またはその一部をいう。このように平均粒子サイズの異なる強磁性粉末を用いて
形成された磁気テープの磁性層に含まれる強磁性粉末の個数基準または体積基準の粒度分
布を、動的光散乱法、レーザー回折法等の公知の測定方法により測定すると、測定により
得られる粒度分布曲線に、通常、最も多くの割合で用いた強磁性粉末の平均粒子サイズま
たはその近傍に極大ピークを確認することができる。また、各強磁性粉末の平均粒子サイ
ズまたはその近傍にピークを確認することができる場合もある。したがって、例えば平均
粒子サイズが１０～５０ｎｍの強磁性粉末を最も多くの割合で用いて形成された磁気テー
プの磁性層に含まれる強磁性粉末の粒度分布を測定すると、通常、粒度分布曲線において
、粒子サイズ１０～５０ｎｍの範囲に極大ピークを確認することができる。
【００３９】
　なお上記の他の強磁性粉末の一部を、後述する他の非磁性粉末に置き換えてもよい。
【００４０】
　本発明および本明細書における強磁性粉末の平均粒子サイズは、透過型電子顕微鏡を用
いて、以下の方法により測定する値とする。
　強磁性粉末を、透過型電子顕微鏡を用いて撮影倍率１０００００倍で撮影し、総倍率５
０００００倍になるように印画紙にプリントして強磁性粉末を構成する粒子の写真を得る
。得られた粒子の写真から目的の粒子を選びデジタイザーで粒子の輪郭をトレースし粒子
（一次粒子）のサイズを測定する。一次粒子とは、凝集のない独立した粒子をいう。
　以上の測定を、無作為に抽出した５００個の粒子について行う。こうして得られた５０
０個の粒子の粒子サイズの算術平均を、強磁性粉末の平均粒子サイズとする。上記透過型
電子顕微鏡としては、例えば日立製透過型電子顕微鏡Ｈ－９０００型を用いることができ
る。また、粒子サイズの測定は、公知の画像解析ソフト、例えばカールツァイス製画像解
析ソフトＫＳ－４００を用いて行うことができる。
　本発明および本明細書において、強磁性粉末、およびその他の粉末についての平均粒子
サイズとは、特記しない限り、上記方法により求められる平均粒子サイズをいうものとす
る。後述の実施例に示す平均粒子サイズは、特記しない限り、透過型電子顕微鏡として日
立製透過型電子顕微鏡Ｈ－９０００型、画像解析ソフトとしてカールツァイス製画像解析
ソフトＫＳ－４００を用いて測定された値である。本発明および本明細書において、粉末
とは、複数の粒子の集合を意味する。例えば、強磁性粉末とは、複数の強磁性粒子の集合
を意味する。また、複数の粒子の集合とは、集合を構成する粒子が直接接触している態様
に限定されず、後述する結合剤および／または添加剤等が、粒子同士の間に介在している
態様も包含される。粒子との語を、粉末を表すために用いることもある。
【００４１】
　粒子サイズ測定のために磁性層から強磁性粉末等の試料粉末を採取する方法としては、
例えば特開２０１１－０４８８７８号公報の段落００１５に記載の方法を採用することが
できる。
【００４２】
　本発明および本明細書において、強磁性粉末等の粉末を構成する粒子のサイズ（以下、
「粒子サイズ」と言う）は、上記の粒子写真において観察される粒子の形状が、
（１）針状、紡錘状、柱状（ただし、高さが底面の最大長径より大きい）等の場合は、粒
子を構成する長軸の長さ、即ち長軸長で表され、
（２）板状または柱状（ただし、厚さまたは高さが板面または底面の最大長径より小さい
）場合は、その板面または底面の最大長径で表され、
（３）球形、多面体状、不特定形等であって、かつ形状から粒子を構成する長軸を特定で
きない場合は、円相当径で表される。円相当径とは、円投影法で求められるものを言う。
【００４３】
　また、粉末の平均針状比は、上記測定において粒子の短軸の長さ、即ち短軸長を測定し
、各粒子の（長軸長／短軸長）の値を求め、上記５００個の粒子について得た値の算術平
均を指す。ここで、短軸長とは、上記粒子サイズの定義で（１）の場合は、粒子を構成す
る短軸の長さを、同じく（２）の場合は、厚さまたは高さを各々指し、（３）の場合は、
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長軸と短軸の区別がないから、（長軸長／短軸長）は、便宜上１とみなす。
　そして、粒子の形状が特定の場合、例えば、上記粒子サイズの定義（１）の場合、平均
粒子サイズは平均長軸長であり、同定義（２）の場合、平均粒子サイズは平均板径であり
、平均板状比とは、（最大長径／厚さまたは高さ）の算術平均である。同定義（３）の場
合、平均粒子サイズは、平均直径（平均粒径、平均粒子径ともいう）である。
【００４４】
　強磁性粉末の好ましい具体例としては、強磁性六方晶フェライト粉末を挙げることがで
きる。最も多くの割合で用いる強磁性粉末が強磁性六方晶フェライト粉末である場合、そ
の平均粒子サイズ（平均板径）は、高密度記録化と磁化の安定性の観点から、１０ｎｍ以
上５０ｎｍ以下であることが好ましく、２０ｎｍ以上５０ｎｍ以下であることがより好ま
しい。強磁性六方晶フェライト粉末の詳細については、例えば、特開２０１１－２２５４
１７号公報の段落００１２～００３０、特開２０１１－２１６１４９号公報の段落０１３
４～０１３６、および特開２０１２－２０４７２６号公報の段落００１３～００３０を参
照できる。
【００４５】
　強磁性粉末の好ましい具体例としては、強磁性金属粉末を挙げることもできる。最も多
くの割合で用いる強磁性粉末が強磁性金属粉末である場合、その平均粒子サイズ（平均長
軸長）は、高密度記録化と磁化の安定性の観点から、１０ｎｍ以上５０ｎｍ以下であるこ
とが好ましく、２０ｎｍ以上５０ｎｍ以下であることがより好ましい。強磁性金属粉末の
詳細については、例えば特開２０１１－２１６１４９号公報の段落０１３７～０１４１、
および特開２００５－２５１３５１号公報の段落０００９～００２３を参照できる。
【００４６】
　上記磁気テープは、強磁性粉末として、強磁性六方晶フェライト粉末および強磁性金属
粉末のいずれか一方のみを含んでもよく、両方を含んでもよく、これらの一方または両方
とともに他の種類の強磁性粉末を含んでもよい。
【００４７】
　磁性層における強磁性粉末の含有量（充填率）は、好ましくは５０～９０質量％の範囲
であり、より好ましくは６０～９０質量％の範囲である。磁性層の強磁性粉末以外の成分
は、少なくとも結合剤であり、任意に一種以上の添加剤が含まれ得る。磁性層において強
磁性粉末の充填率が高いことは、記録密度向上の観点から好ましい。
【００４８】
（結合剤、硬化剤）
　上記磁気テープは塗布型磁気テープであって、磁性層に、強磁性粉末とともに結合剤を
含む。結合剤としては、塗布型磁気記録媒体の結合剤として通常使用される各種樹脂を用
いることができる。例えば、結合剤としては、ポリウレタン樹脂、ポリエステル樹脂、ポ
リアミド樹脂、塩化ビニル樹脂、スチレン、アクリロニトリル、メチルメタクリレート等
を共重合したアクリル樹脂、ニトロセルロース等のセルロース樹脂、エポキシ樹脂、フェ
ノキシ樹脂、ポリビニルアセタール、ポリビニルブチラール等のポリビニルアルキラール
樹脂等から単独または複数の樹脂を混合して用いることができる。これらの中で好ましい
ものはポリウレタン樹脂、アクリル樹脂、セルロース樹脂、および塩化ビニル樹脂である
。これらの樹脂は、後述する非磁性層やバックコート層においても結合剤として使用する
ことができる。以上の結合剤については、特開２０１０－２４１１３号公報の段落００２
８～００３１を参照できる。結合剤として使用される樹脂の平均分子量は、重量平均分子
量として、例えば１０，０００以上２００，０００以下であることができる。なお本発明
および本明細書における重量平均分子量とは、ゲルパーミエーションクロマトグラフィー
（ＧＰＣ）によって測定されるポリスチレン換算の値である。測定条件としては、下記条
件を挙げることができる。後述の実施例に示す重量平均分子量は、下記測定条件によって
測定された値をポリスチレン換算して求めた値である。
　ＧＰＣ装置：ＨＬＣ－８１２０（東ソー製）
　カラム：ＴＳＫ ｇｅｌ Ｍｕｌｔｉｐｏｒｅ ＨＸＬ－Ｍ（東ソー製、７．８ｍｍＩＤ(
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ｉｎｎｅｒ ｄｉａｍｅｔｅｒ（内径）)×３０．０ｃｍ）
　溶離液：テトラヒドロフラン（ＴＨＦ）
【００４９】
　また、上記結合剤として使用可能な樹脂とともに硬化剤を使用することもできる。硬化
剤は、一態様では加熱により硬化反応（架橋反応）が進行する化合物である熱硬化性化合
物であることができ、他の一態様では光照射により硬化反応（架橋反応）が進行する光硬
化性化合物であることができる。好ましい硬化剤は、熱硬化性化合物であり、ポリイソシ
アネートが好適である。ポリイソシアネートの詳細については、特開２０１１－２１６１
４９号公報の段落０１２４～０１２５を参照できる。硬化剤は、磁性層形成用組成物中に
、結合剤１００．０質量部に対して例えば０～８０．０質量部、塗膜強度向上の観点から
は好ましくは５０．０～８０．０質量部の量で添加し使用することができる。
【００５０】
（添加剤）
　磁性層には、強磁性粉末および結合剤が含まれ、必要に応じて一種以上の添加剤が含ま
れていてもよい。添加剤としては、一例として、上記の硬化剤が挙げられる。なお硬化剤
は、磁性層形成工程の中で硬化反応が進行することにより、少なくとも一部は、結合剤等
の他の成分と反応（架橋）した状態で磁性層に含まれ得る。また、磁性層に含まれ得る添
加剤としては、非磁性粉末、潤滑剤、分散剤、分散助剤、防黴剤、帯電防止剤、酸化防止
剤、カーボンブラック等を挙げることができる。添加剤は、所望の性質に応じて市販品を
適宜選択して使用することができる。
【００５１】
　磁性層には、一種または二種以上の非磁性粉末が含まれることが好ましい。非磁性粉末
としては、磁性層表面に適度に突出する突起を形成する突起形成剤として機能することが
できる非磁性粉末（以下、「突起形成剤」と記載する。）を挙げることができる。突起形
成剤は、磁気テープの磁性層表面の摩擦特性制御に寄与し得る成分である。また、磁性層
には、研磨剤として機能することができる非磁性粉末（以下、「研磨剤」と記載する。）
が含まれてもよい。上記磁気テープの磁性層には、突起形成剤および研磨剤の少なくとも
一方が含まれることが好ましく、両方が含まれることがより好ましい。
【００５２】
　突起形成剤としては、一般に突起形成剤として使用される各種非磁性粉末を用いること
ができる。これらは、無機物質であっても有機物質であってもよい。一態様では、摩擦特
性の均一化の観点からは、突起形成剤の粒度分布は、分布中に複数のピークを有する多分
散ではなく、単一ピークを示す単分散であることが好ましい。単分散粒子の入手容易性の
点からは、磁性層に含まれる非磁性粉末は無機物質の粉末（無機粉末）であることが好ま
しい。無機粉末としては、金属酸化物、金属炭酸塩、金属硫酸塩、金属窒化物、金属炭化
物、金属硫化物等の各粉末を挙げることができ、無機酸化物の粉末であることが好ましい
。突起形成剤は、より好ましくはコロイド粒子であり、更に好ましくは無機酸化物コロイ
ド粒子である。また、単分散粒子の入手容易性の観点からは、無機酸化物コロイド粒子を
構成する無機酸化物は二酸化ケイ素（シリカ）であることが好ましい。無機酸化物コロイ
ド粒子は、コロイダルシリカ（シリカコロイド粒子）であることがより好ましい。本発明
および本明細書において、「コロイド粒子」とは、少なくとも、メチルエチルケトン、シ
クロヘキサノン、トルエンもしくは酢酸エチル、または上記溶媒の二種以上を任意の混合
比で含む混合溶媒の少なくとも１つの有機溶媒１００ｍＬあたり１ｇ添加した際に、沈降
せず分散しコロイド分散体をもたらすことのできる粒子をいうものとする。コロイド粒子
については、平均粒子サイズは、特開２０１１－０４８８７８号公報の段落００１５に平
均粒径の測定方法として記載されている方法により求められる値とする。また、他の一態
様では、突起形成剤は、カーボンブラックであることも好ましい。
【００５３】
　突起形成剤の平均粒子サイズは、例えば３０～３００ｎｍであり、好ましくは４０～２
００ｎｍである。
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【００５４】
　一方、研磨剤は、好ましくはモース硬度８超の非磁性粉末であり、モース硬度９以上の
非磁性粉末であることがより好ましい。なおモース硬度の最大値は、ダイヤモンドの１０
である。具体的には、アルミナ（Ａｌ２Ｏ３）、炭化ケイ素、ボロンカーバイド（Ｂ４Ｃ
）、ＳｉＯ２、ＴｉＣ、酸化クロム（Ｃｒ２Ｏ３）、酸化セリウム、酸化ジルコニウム（
ＺｒＯ２）、酸化鉄、ダイヤモンド等の各粉末を挙げることができ、中でもα－アルミナ
等のアルミナ粉末および炭化ケイ素粉末が好ましい。また、研磨剤の粒子サイズに関して
は、粒子サイズの指標である比表面積として、例えば１４ｍ２／ｇ以上、好ましくは１６
ｍ２／ｇ以上、より好ましくは１８ｍ２／ｇ以上である。また、研磨剤の比表面積は、例
えば４０ｍ２／ｇ以下であることができる。比表面積とは、窒素吸着法（ＢＥＴ（Ｂｒｕ
ｎａｕｅｒ－Ｅｍｍｅｔｔ－Ｔｅｌｌｅｒ）１点法とも呼ばれる。）により求められる値
であって、一次粒子について測定する値とする。以下において、かかる方法により求めら
れる比表面積を、ＢＥＴ比表面積とも記載する。
【００５５】
　また、突起形成剤および研磨剤が、各機能をより良好に発揮することができるという観
点から、磁性層における突起形成剤の含有量は、好ましくは強磁性粉末１００．０質量部
に対して、１．０～４．０質量部であり、より好ましくは１．５～３．５質量部である。
一方、研磨剤については、磁性層における含有量は、好ましくは強磁性粉末１００．０質
量部に対して１．０～２０．０質量部であり、より好ましくは３．０～１５．０質量部で
あり、更に好ましくは４．０～１０．０質量部である。
【００５６】
　なお、研磨剤を含む磁性層に使用され得る添加剤の一例としては、特開２０１３－１３
１２８５号公報の段落００１２～００２２に記載の分散剤を、磁性層形成用組成物におけ
る研磨剤の分散性を向上するための分散剤として挙げることができる。研磨剤等の非磁性
粉末の磁性層形成用組成物における分散性を向上することは、磁性層表面Ｒａを小さくす
るうえで好ましい。
【００５７】
　更に先に記載したように、素地摩擦を０．３５以下に制御するために、以上説明した非
磁性粉末に加えて、他の非磁性粉末を用いることもできる。そのような非磁性粉末は、モ
ース硬度８以下であることが好ましく、非磁性層に通常使用される各種の非磁性粉末を用
いることができる。詳細については、非磁性層について後述する通りである。より好まし
い非磁性粉末としては、ベンガラを挙げることができる。ベンガラのモース硬度は、約６
である。
【００５８】
　上記の他の非磁性粉末は、先に記載した、最も多くの割合で用いる強磁性粉末とともに
用いる強磁性粉末と同様に、強磁性粉末より平均粒子サイズが大きなものであることが好
ましい。上記の他の非磁性粉末により素地部分に形成される凸部によって、素地摩擦を低
減することができると考えられるからである。この点から、強磁性粉末の平均粒子サイズ
と、これとともに用いる上記の他の非磁性粉末の平均粒子サイズは、「（後者の平均粒子
サイズ）－（前者の平均粒子サイズ）」として求められる差が、１０～８０ｎｍの範囲で
あることが好ましく、１０～５０ｎｍの範囲であることがより好ましい。なお強磁性粉末
として平均粒子サイズの異なる二種以上の強磁性粉末を用いる場合には、上記の他の非磁
性粉末の平均粒子サイズとの差を算出する強磁性粉末は、二種以上の強磁性粉末の中で、
最も多くの割合で用いる強磁性粉末とする。また、上記の他の非磁性粉末として、平均粒
子サイズの異なる二種以上の非磁性粉末を用いることも、もちろん可能である。この場合
には、強磁性粉末の平均粒子サイズに対して、上記の他の非磁性粉末の二種以上の少なく
とも一種の非磁性粉末の平均粒子サイズが上記の差を満たすことが好ましく、より多くの
種類の非磁性粉末の平均粒子サイズが上記の差を満たすことがより好ましく、上記の他の
非磁性粉末のすべての平均粒子サイズが上記の差を満たすことが更に好ましい。
【００５９】
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　また、素地摩擦の制御の観点から、強磁性粉末と、上記の他の非磁性粉末（上記の他の
非磁性粉末として平均粒子サイズの異なる二種以上を用いる場合にはそれらの合計）との
混合比は、質量基準で、前者：後者＝９０．０：１０．０～９９．９：０．１の範囲とす
ることが好ましく、９５．０：５．０～９９．５：０．５の範囲とすることがより好まし
い。
【００６０】
＜非磁性層＞
　次に非磁性層について説明する。上記磁気テープは、非磁性支持体表面に直接磁性層を
有していてもよく、非磁性支持体と磁性層との間に、非磁性粉末と結合剤を含む非磁性層
を有することもできる。非磁性層に使用される非磁性粉末は、無機物質でも有機物質でも
よい。また、カーボンブラック等も使用できる。無機物質としては、例えば金属、金属酸
化物、金属炭酸塩、金属硫酸塩、金属窒化物、金属炭化物、金属硫化物等が挙げられる。
これらの非磁性粉末は、市販品として入手可能であり、公知の方法で製造することもでき
る。その詳細については、特開２０１１－２１６１４９号公報の段落０１４６～０１５０
を参照できる。非磁性層に使用可能なカーボンブラックについては、特開２０１０－２４
１１３号公報の段落００４０～００４１も参照できる。非磁性層における非磁性粉末の含
有量（充填率）は、好ましくは５０～９０質量％の範囲であり、より好ましくは６０～９
０質量％の範囲である。
【００６１】
　非磁性層の結合剤、添加剤等のその他詳細は、非磁性層に関する公知技術が適用できる
。また、例えば、結合剤含有量および種類、添加剤含有量および種類に関しては、磁性層
に関する公知技術も適用できる。
【００６２】
　上記磁気テープの非磁性層には、非磁性粉末とともに、例えば不純物として、または意
図的に、少量の強磁性粉末を含む実質的に非磁性な層も包含されるものとする。ここで実
質的に非磁性な層とは、この層の残留磁束密度が１０ｍＴ以下であるか、保磁力が７．９
６ｋＡ／ｍ（１００Ｏｅ）以下であるか、または、残留磁束密度が１０ｍＴ以下であり、
かつ保磁力が７．９６ｋＡ／ｍ（１００Ｏｅ）以下である層をいうものとする。非磁性層
は、残留磁束密度および保磁力を持たないことが好ましい
【００６３】
＜非磁性支持体＞
　次に、非磁性支持体（単に「支持体」とも記載する。）について説明する。非磁性支持
体としては、二軸延伸を行ったポリエチレンテレフタレート、ポリエチレンナフタレート
、ポリアミド、ポリアミドイミド、芳香族ポリアミド等の公知のものが挙げられる。これ
らの中でもポリエチレンテレフタレート、ポリエチレンナフタレート、およびポリアミド
が好ましい。これらの支持体はあらかじめコロナ放電、プラズマ処理、易接着処理、熱処
理等を行ってもよい。
【００６４】
＜非磁性支持体の厚み、各層の厚み＞
　非磁性支持体の厚みは、好ましくは３．００～２０．００μｍ、より好ましくは３．０
０～１０．００μｍ、更に好ましくは３．００～６．００μｍであり、特に好ましくは３
．００～４．５０μｍである。
【００６５】
　磁性層の厚みは、用いる磁気ヘッドの飽和磁化量、ヘッドギャップ長、記録信号の帯域
等に基づき最適化することが好ましい。高密度記録化のためには、磁性層の厚みは、１０
～１００ｎｍであることが好ましく、２０～９０ｎｍであることがより好ましい。磁性層
は少なくとも一層あればよく、磁性層を異なる磁気特性を有する２層以上に分離してもか
まわず、公知の重層磁性層に関する構成が適用できる。２層以上に分離する場合の磁性層
の厚みとは、これらの層の合計厚みとする。
【００６６】
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　非磁性層の厚みは、例えば０．０５μｍ以上であり、好ましくは０．０７μｍ以上であ
り、より好ましくは０．１０μｍ以上である。一方、非磁性層の厚みは、０．８０μｍ以
下であることが好ましく、０．５０μｍ以下であることがより好ましい。
【００６７】
＜バックコート層＞
　上記磁気テープは、非磁性支持体の磁性層を有する側とは反対側にバックコート層を有
することもできる。バックコート層は、非磁性粉末および結合剤を含む層である。バック
コート層は、非磁性粉末として、カーボンブラックと無機粉末のいずれか一方または両方
を含むことが好ましい。バックコート層形成用組成物の処方（例えば結合剤、各種添加剤
の種類、含有量等）については、バックコート層に関する公知の処方を適用することがで
きる。バックコート層の厚みは、０．９０μｍ以下が好ましく、０．１０～０．７０μｍ
が更に好ましい。
【００６８】
　磁気テープの各層および非磁性支持体の厚みは、公知の膜厚測定法により求めることが
できる。一例として、例えば、磁気テープの厚み方向の断面を、イオンビーム、ミクロト
ーム等の公知の手法により露出させた後、露出した断面において走査型電子顕微鏡を用い
て断面観察を行う。断面観察において厚み方向の１箇所において求められた厚み、または
無作為に抽出した２箇所以上の複数箇所、例えば２箇所、において求められた厚みの算術
平均として、各種厚みを求めることができる。または、各層の厚みは、製造条件から算出
される設計厚みとして求めてもよい。
【００６９】
＜製造方法＞
＜＜サーボパターンが形成される磁気テープの製造＞＞
（各層形成用組成物の調製）
　磁性層、または任意に設けられる非磁性層もしくはバックコート層を形成するための組
成物は、先に説明した各種成分とともに、通常、溶媒を含む。溶媒としては、一般に塗布
型磁気記録媒体製造のために使用される有機溶媒を挙げることができる。各層形成用組成
物を調製する工程は、通常、少なくとも混練工程、分散工程、およびこれらの工程の前後
に必要に応じて設けた混合工程を含む。個々の工程はそれぞれ２段階以上に分かれていて
もかまわない。本発明で用いられる強磁性粉末、非磁性粉末、結合剤、各種添加剤、溶媒
等のすべての原料はどの工程の最初または途中で添加してもかまわない。また、個々の原
料を２つ以上の工程で分割して添加してもかまわない。例えば、磁性層形成用組成物につ
いては、一態様では、強磁性粉末を含有する分散液（磁性液）と研磨剤を含有する分散液
（研磨剤液）とをそれぞれ別分散して調製した後、同時または順次、他の成分と混合し磁
性層形成用組成物を調製することができる。その他、各層形成用組成物の調製については
、特開２０１０－２３１８４３号公報の段落００６５も参照できる。
【００７０】
　素地摩擦の制御に関しては、先に説明した通り、一態様では、平均粒子サイズが異なる
二種以上の強磁性粉末を用いて磁気テープを製造することができる。即ち、磁性層を、強
磁性粉末として、第一の強磁性粉末と、第一の強磁性粉末より平均粒子サイズの大きい強
磁性粉末の一種以上と、を用いて形成することができる。かかる磁性層の形成方法の好ま
しい態様としては、下記（１）～（３）の態様を挙げることができる。下記態様の２つ以
上の組み合わせは、上記磁性層の形成方法のより好ましい態様である。なお第一の強磁性
粉末とは、二種以上用いられる強磁性粉末の中の一種の強磁性粉末をいい、先に記載した
、最も多くの割合で用いる強磁性粉末であることが好ましい。その他の上記磁性層の形成
方法の詳細は、先に記載した通りである。
（１）第一の強磁性粉末の平均粒子サイズは、１０～８０ｎｍの範囲である。
（２）第一の強磁性粉末より平均粒子サイズの大きい強磁性粉末の平均粒子サイズと第一
の強磁性粉末の平均粒子サイズとの差は、１０～５０ｎｍの範囲である。
（３）第一の強磁性粉末と第一の強磁性粉末より平均粒子サイズの大きい強磁性粉末との
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混合比は、質量基準で、前者：後者＝９０．０：１０．０～９９．９：０．１の範囲であ
る。
【００７１】
　また他の一態様では、磁性層の非磁性粉末として、研磨剤および突起形成剤以外の他の
非磁性粉末を用いて磁気テープを製造することもできる。即ち、磁性層を、上記の他の非
磁性粉末を用いて形成することができる。かかる磁性層の形成方法の好ましい態様として
は、下記（４）～（６）の態様を挙げることができる。下記態様の２つ以上の組み合わせ
は、上記磁性層の形成方法のより好ましい態様である。その他の上記磁性層の形成方法の
詳細は、先に記載した通りである。
（４）上記の他の非磁性粉末の平均粒子サイズは、強磁性粉末の平均粒子サイズより大き
い。
（５）強磁性粉末の平均粒子サイズと上記の他の非磁性粉末の平均粒子サイズとの差は、
１０～８０ｎｍの範囲である。
（６）強磁性粉末と上記の他の非磁性粉末との混合比は、質量基準で、前者：後者＝９０
．０：１０．０～９９．９：０．１の範囲である。
【００７２】
（塗布工程）
　磁性層は、磁性層形成用組成物を非磁性支持体表面に直接塗布するか、または非磁性層
形成用組成物と逐次もしくは同時に重層塗布することにより形成することができる。バッ
クコート層は、バックコート層形成用組成物を、非磁性支持体の磁性層を有する（または
磁性層が追って設けられる）側とは反対側の表面に塗布することにより形成することがで
きる。各層形成のための塗布の詳細については、特開２０１０－２３１８４３号公報の段
落００６６を参照できる。
【００７３】
（その他工程）
　磁気テープ製造のためのその他の各種工程については、特開２０１０－２３１８４３号
公報の段落００６７～００７０を参照できる。その他工程で行われる処理の一例としては
、磁性層表面の表面処理を挙げることもできる。表面処理することは、磁性層の表面平滑
性を高めるうえで好ましい。一例として、磁性層表面の表面処理としては、特開平５－６
２１７４号公報に記載の研磨手段を用いる研磨処理を挙げることができる。上記表面処理
については、同公報の段落０００５～００３２および全図面を参照できる。
【００７４】
＜＜サーボパターンの形成＞＞
　上記磁気テープは、磁性層に、タイミングベースサーボパターンを有する。タイミング
ベースサーボパターンが形成された領域（サーボバンド）および２本のサーボバンドに挟
まれた領域（データバンド）の配置例が、図１に示されている。タイミングベースサーボ
パターンの配置例は、図２に示されている。ただし、各図面に示す配置例は例示であって
、磁気テープ装置（ドライブ）の方式に応じた配置でサーボパターン、サーボバンドおよ
びデータバンドを配置すればよい。また、タイミングベースサーボパターンの形状および
配置については、例えば、米国特許第５６８９３８４号のＦＩＧ．４、ＦＩＧ．５、ＦＩ
Ｇ．６、ＦＩＧ．９、ＦＩＧ．１７、ＦＩＧ．２０等に例示された配置例等の公知技術を
何ら制限なく適用することができる。
【００７５】
　サーボパターンは、磁性層の特定の領域をサーボライターに搭載されたサーボライトヘ
ッドにより磁化することによって形成することができる。サーボライトヘッドにより磁化
する領域（サーボパターンを形成する位置）は規格により定められている。サーボライタ
ーとしては、市販のサーボライターまたは公知の構成のサーボライターを用いることがで
きる。サーボライターの構成については、例えば特開２０１１－１７５６８７号公報、米
国特許第５６８９３８４号、米国特許第６５４２３２５号等に記載の技術等の公知技術を
何ら制限なく採用できる。
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【００７６】
　以上説明した本発明の磁気テープは、磁性層表面Ｒａが１．８ｎｍ以下の高い表面平滑
性を有し、かつタイミングベースサーボシステムにおけるヘッド位置決め精度の向上が可
能である。
【００７７】
［磁気テープ装置］
　本発明の一態様は、上記磁気テープと、磁気ヘッドと、サーボヘッドと、を含む磁気テ
ープ装置に関する。
【００７８】
　上記磁気テープ装置に搭載される磁気テープの詳細は、先に記載した通りである。かか
る磁気テープは、タイミングベースサーボパターンを有する。したがって、磁気ヘッドに
よりデータバンド上に磁気信号を記録してデータトラックを形成し、および／または、記
録された信号を再生する際、サーボヘッドによりサーボパターンを読み取りながら読み取
られたサーボパターンに基づきタイミングベースサーボ方式のヘッドトラッキングを行う
ことによって、磁気ヘッドをデータトラックに高精度に追従させることができる。ヘッド
位置決め精度の指標としては、後述の実施例に示す方法により求められるＰＥＳ（Ｐｏｓ
ｉｔｉｏｎ　Ｅｒｒｏｒ　Ｓｉｇｎａｌ）を挙げることができる。ＰＥＳは、磁気テープ
が磁気テープ装置内を走行する際、サーボシステムによりヘッドトラッキングを行ったと
しても、磁気ヘッドが走行すべき位置からずれて走行したことの指標であって、値が大き
いほどズレが大きくサーボシステムにおけるヘッド位置決め精度が低いことを意味する。
本発明の一態様にかかる磁気テープは、例えば９．０ｎｍ以下（例えば７．０～９．０ｎ
ｍの範囲）のＰＥＳを達成することができる。
【００７９】
　上記磁気テープ装置に搭載される磁気ヘッドとしては、磁気テープへの磁気信号の記録
および／または再生を行うことが可能な公知の磁気ヘッドを用いることができる。記録ヘ
ッドと再生ヘッドは、１つの磁気ヘッドであってもよく分離した磁気ヘッドであってもよ
い。サーボヘッドとしては、上記磁気テープのタイミングベースサーボパターンを読み取
り可能な公知のサーボヘッドを用いることができる。サーボヘッドは、上記磁気テープ装
置に少なくとも１つ含まれ、２つ以上含まれてもよい。
【００８０】
　タイミングベースサーボシステムにおけるヘッドトラッキングの詳細については、例え
ば、米国特許第５６８９３８４号、米国特許第６５４２３２５号、および米国第７８７６
５２１号に記載の技術をはじめとする公知技術を何ら制限なく適用することができる。
【００８１】
　なお市販の磁気テープ装置には、通常、規格に応じた磁気ヘッドおよびサーボヘッドが
備えられている。また、市販の磁気テープ装置には、通常、規格に応じたタイミングベー
スサーボシステムにおけるヘッドトラッキングを可能にするためのサーボ制御機構が備え
られている。本発明の一態様にかかる磁気テープ装置は、例えば、市販の磁気テープ装置
に本発明の一態様にかかる磁気テープを組み込むことにより構成することができる。
【実施例】
【００８２】
　以下に、本発明を実施例に基づき説明する。但し、本発明は実施例に示す態様に限定さ
れるものではない。なお、以下に記載の「部」の表示は、特に断らない限り、「質量部」
を示す。
【００８３】
［磁気テープ作製例］
＜実施例１＞
　各層形成用組成物の処方を、下記に示す。
（磁性層形成用組成物）
（磁性液）
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　強磁性六方晶バリウムフェライト粉末（１）：表１参照
　（平均粒子サイズ（平均板径）：表１参照）
　強磁性六方晶バリウムフェライト粉末（２）：表１参照
　（平均粒子サイズ（平均板径）：表１参照）
　オレイン酸：２．０部
　塩化ビニル共重合体（日本ゼオン製ＭＲ－１０４）：１０．０部
　ＳＯ３Ｎａ基含有ポリウレタン樹脂：４．０部
　（重量平均分子量７０，０００、ＳＯ３Ｎａ基：０．０７ｍｅｑ／ｇ）
　メチルエチルケトン：１５０．０部
　シクロヘキサノン：１５０．０部
（研磨剤液）
　α－アルミナ（ＢＥＴ比表面積１９ｍ２／ｇ）：６．０部
　ＳＯ３Ｎａ基含有ポリウレタン樹脂
　（重量平均分子量７０，０００、ＳＯ３Ｎａ基：０．１ｍｅｑ／ｇ）：０．６部
　２，３－ジヒドロキシナフタレン：０．６部
　シクロヘキサノン：２３．０部
（突起形成剤液）
　コロイダルシリカ（平均粒子サイズ１２０ｎｍ）：２．０部
　メチルエチルケトン：８．０部
（潤滑剤、硬化剤液）
　ステアリン酸：３．０部
　ステアリン酸アミド：０．３部
　ステアリン酸ブチル：６．０部
　メチルエチルケトン：１１０．０部
　シクロヘキサノン：１１０．０部
　ポリイソシアネート（日本ポリウレタン製コロネート（登録商標）Ｌ）：３．０部
【００８４】
（非磁性層形成用組成物）
　カーボンブラック（平均粒子サイズ１６ｎｍ、ＤＢＰ（Ｄｉｂｕｔｙｌ　ｐｈｔｈａｌ
ａｔｅ）吸油量７４ｃｍ３／１００ｇ）：１００．０部
　トリオクチルアミン：４．０部
　塩化ビニル共重合体（日本ゼオン製ＭＲ－１０４）：１９．０部
　ＳＯ３Ｎａ基含有ポリウレタン樹脂
　（重量平均分子量５０，０００、ＳＯ３Ｎａ基：０．０７ｍｅｑ／ｇ）：１２．０部
　メチルエチルケトン：３７０．０部
　シクロヘキサノン：３７０．０部
　ステアリン酸：２．０部
　ステアリン酸アミド：０．３部
　ステアリン酸ブチル：２．０部
【００８５】
（バックコート層形成用組成物）
　ベンガラ（平均粒子サイズ：０．１５μｍ、平均針状比：７、ＢＥＴ比表面積：５２ｍ
２／ｇ）：８０．０部
　カーボンブラック（平均粒子サイズ１６ｎｍ、ＤＢＰ吸油量７４ｃｍ３／１００ｇ）：
２０．０部
　フェニルホスホン酸：３．０部
　塩化ビニル共重合体（日本ゼオン製ＭＲ－１０４）：１２．０部
　ＳＯ３Ｎａ基含有ポリウレタン樹脂
　（重量平均分子量５０，０００、ＳＯ３Ｎａ基：０．０７ｍｅｑ／ｇ）：８．０部
　α－アルミナ（ＢＥＴ比表面積１７ｍ２／ｇ）：５．０部
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　メチルエチルケトン：３７０．０部
　シクロヘキサノン：３７０．０部
　ステアリン酸：１．０部
　ステアリン酸アミド：０．３部
　ステアリン酸ブチル：２．０部
　ポリイソシアネート（日本ポリウレタン製コロネートＬ）：５．０部
【００８６】
（磁性層形成用組成物の調製）
　磁性層形成用組成物は以下の方法によって調製した。
　上記磁性液をオープンニーダにより混練および希釈処理後、横型ビーズミル分散機によ
り、ビーズ径０．１ｍｍのジルコニア（ＺｒＯ２）ビーズ（以下、「Ｚｒビーズ」と記載
する。）を用い、ビーズ充填率８０体積％、ローター先端周速１０ｍ／秒で、１パス滞留
時間を２分とし、３０パスの分散処理を行った。
　研磨剤液については、上記成分を混合してビーズ径０．３ｍｍのＺｒビーズとともに横
型ビーズミル分散機に入れ、ビーズ体積／（研磨剤液体積＋ビーズ体積）が８０％になる
ように調整し、１２０分間ビーズミル分散処理を行った。処理後の液を取り出し、フロー
式の超音波分散濾過装置を用いて、超音波分散濾過処理を施した。
　磁性液、研磨剤液および突起形成剤液と、その他の成分としての潤滑剤、硬化剤液をデ
ィゾルバー攪拌機に導入し、周速１０ｍ／秒で３０分間攪拌した後、フロー式超音波分散
機により流量７．５ｋｇ／分で３パス処理した後に、孔径１μｍのフィルタで濾過して磁
性層形成用組成物を調製した。
【００８７】
（非磁性層形成用組成物の調製）
　非磁性層形成用組成物は以下の方法によって調製した。
　潤滑剤（ステアリン酸、ステアリン酸アミド、およびステアリン酸ブチル）を除く上記
成分を、オープンニーダにより混練および希釈処理して、その後、横型ビーズミル分散機
により分散処理を実施した。その後、潤滑剤（ステアリン酸、ステアリン酸アミド、およ
びステアリン酸ブチル）を添加して、ディゾルバー攪拌機にて攪拌および混合処理を施し
て非磁性層形成用組成物を調製した。
【００８８】
（バックコート層形成用組成物の調製）
　バックコート層形成用組成物は以下の方法によって調製した。
　ポリイソシアネートおよび潤滑剤（ステアリン酸、ステアリン酸アミド、およびステア
リン酸ブチル）を除く上記成分を、ディゾルバー攪拌機に導入し、周速１０ｍ／秒で３０
分間攪拌した後、横型ビーズミル分散機により分散処理を実施した。その後、ポリイソシ
アネートおよび潤滑剤（ステアリン酸、ステアリン酸アミド、およびステアリン酸ブチル
）を添加して、ディゾルバー攪拌機にて攪拌および混合処理を施し、バックコート層形成
用組成物を調製した。
【００８９】
（磁気テープの作製）
　厚さ４．００μｍの非磁性支持体（ポリアミド支持体）の一方の表面上に、乾燥後の厚
さが０．１０μｍになるように非磁性層形成用組成物を塗布し乾燥させた。その後、バッ
クコート層形成用組成物を、非磁性支持体の反対側の表面上に乾燥後の厚さが０．５０μ
ｍになるように塗布し乾燥させた。一度巻き取りロールに巻き取った非磁性支持体を雰囲
気温度７０℃の環境下で３６時間熱処理した。
　熱処理後の非磁性層上に、乾燥後の厚さが７０ｎｍになるように磁性層形成用組成物を
塗布し乾燥させた。
　上記の各層の厚さは、製造条件から算出された設計厚みである。
　その後、金属ロールのみから構成されるカレンダで速度１００ｍ／ｍｉｎ、線圧３００
ｋｇ／ｃｍ（２９４ｋＮ／ｍ）、カレンダロールの表面温度１００℃で表面平滑化処理（



(19) JP 6433449 B2 2018.12.5

10

20

30

40

50

カレンダ処理）を行った。カレンダ処理条件を強化するほど（例えばカレンダロールの表
面温度を高くするほど）、磁性層表面Ｒａは小さくなる傾向がある。
　その後、雰囲気温度７０℃の環境下で３６時間熱処理を行った。熱処理後、１／２イン
チ（０．０１２７メートル）幅にスリットを行った。
　続いて、特開平５－６２１７４号公報に記載のダイヤモンドホイールを用いる表面処理
（同公報の図１～図３に示されている態様）を行って得られた磁気テープをロール状にリ
ールに巻き取った後、下記の評価方法によりその特性を評価した。
【００９０】
（タイミングベースサーボパターンの形成）
　作製した磁気テープの磁性層を消磁した状態で、サーボライターに搭載されたサーボラ
イトヘッドによって、ＬＴＯ Ｕｌｔｒｉｕｍフォーマットにしたがう配置および形状の
サーボパターンを磁性層に形成した。これにより、磁性層に、ＬＴＯ Ｕｌｔｒｉｕｍフ
ォーマットにしたがう配置でデータバンド、サーボバンド、およびガイドバンドを有し、
かつサーボバンド上にＬＴＯ Ｕｌｔｒｉｕｍフォーマットにしたがう配置および形状の
サーボパターンを有する磁気テープを得た。
【００９１】
＜実施例２～６、比較例１～５＞
　表１に示すように磁性層形成用組成物の処方および／または製造条件を変更した点以外
、実施例１と同様の方法で磁気テープを作製した。
【００９２】
　表１に記載の強磁性六方晶バリウムフェライト粉末の処方率とは、強磁性粉末全量１０
０．０質量部に対する各強磁性六方晶バリウムフェライト粉末の質量基準の含有率である
。表１に示す強磁性六方晶バリウムフェライト粉末の平均粒子サイズは、磁気テープの作
製に用いる粉末ロットから必要量を採取し、先に記載した方法によって平均粒子サイズを
測定した値である。測定後の強磁性六方晶バリウムフェライト粉末を、磁気テープの作製
のための磁性液の調製に用いた。
【００９３】
［評価方法］
（１）磁性層表面Ｒａ
　原子間力顕微鏡（ＡＦＭ、Ｖｅｅｃｏ社製Ｎａｎｏｓｃｏｐｅ４）を用い、測定面積４
０μｍ×４０μｍの範囲を測定し、磁気テープの磁性層表面において、中心線平均表面粗
さＲａを求めた。スキャン速度（探針移動速度）は４０μｍ／秒、分解能は５１２ｐｉｘ
ｅｌ×５１２ｐｉｘｅｌとした。
【００９４】
（２）素地摩擦
　まず、測定面に予めレーザーマーカーで罫書きをいれ、そこから一定距離（約１００μ
ｍ）離れた部分の原子間力顕微鏡（ＡＦＭ）像を測定した。視野面積は７μｍ×７μｍで
行った。このとき、後述するように同一箇所の走査型電子顕微鏡（ＳＥＭ（Ｓｃａｎｎｉ
ｎｇ　Ｅｌｅｃｔｒｏｎ　Ｍｉｃｒｏｓｃｏｐｅ））画像を撮りやすいように、カンチレ
バーを硬いもの（単結晶シリコン）に変えて、ＡＦＭ上で罫書きを入れた。こうして測定
したＡＦＭ画像から、基準面から１５ｎｍ以上の高さにある突起を全て抽出した。そして
突起が存在しないと判定された箇所を素地部分と特定し、Ｈｙｓｉｔｒｏｎ社ＴＩ－９５
０型トライボインデンターを用いて先に記載した方法により素地摩擦を測定した。
　更に、ＡＦＭを測定したところと同一箇所のＳＥＭ画像を測定して成分マップを取得し
、抽出した基準面から１５ｎｍ以上の高さの突起がアルミナまたはコロイダルシリカによ
り形成された突起であることを確認した。また、実施例１～６では、上記ＳＥＭを用いた
成分マップにおいて、素地部分にアルミナおよびコロイダルシリカは確認されなかった。
なお、ここではＳＥＭにより成分分析を行ったが、成分分析は、ＳＥＭに限らず、エネル
ギー分散型Ｘ線分光法（ＥＤＳ：Ｅｎｅｒｇｙ　Ｄｉｓｐｅｒｓｉｖｅ　Ｘ－ｒａｙ　Ｓ
ｐｅｃｔｒｏｍｅｔｒｙ）、オージェ電子分光法（ＡＥＳ：Ａｕｇｅｒ　Ｅｌｅｃｔｒｏ
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【００９５】
（３）ＰＥＳの測定
　上記タイミングベースサーボパターンが形成された磁気テープについて、サーボパター
ンの形成に用いたサーボライター上のベリファイ（ｖｅｒｉｆｙ）ヘッドでサーボパター
ンを読み取った。ベリファイヘッドは、磁気テープに形成されたサーボパターンの品質を
確認するための読取用磁気ヘッドであり、公知の磁気テープ装置（ドライブ）の磁気ヘッ
ドと同様に、サーボパターンの位置（磁気テープの幅方向の位置）に対応した位置に読取
用の素子が配置されている。
　ベリファイヘッドには、ベリファイヘッドでサーボパターンを読み取って得た電気信号
から、サーボシステムにおけるヘッド位置決め精度をＰＥＳとして演算する公知のＰＥＳ
演算回路が接続されている。ＰＥＳ演算回路は、入力された電気信号（パルス信号）から
磁気テープの幅方向への変位を随時計算し、この変位の時間的変化情報（信号）に対して
ハイパスフィルタ（カットオフ：５００ｃｙｃｌｅｓ／ｍ）を適用した値を、ＰＥＳとし
て算出した。
【００９６】
（４）電磁変換特性（ＳＮＲ（Ｓｉｇｎａｌ－ｔｏ－Ｎｏｉｓｅ－Ｒａｔｉｏ））の評価
　雰囲気温度２３℃±１℃、相対湿度５０％の環境下にて、上記で作製した磁気テープに
ついて、記録ヘッド（ＭＩＧ（Ｍｅｔａｌ－ｉｎ－ｇａｐ）ヘッド、ギャップ長０．１５
μｍ、１．８Ｔ）と再生用ＧＭＲ（Ｇｉａｎｔ　Ｍａｇｎｅｔｏｒｅｓｉｓｔｉｖｅ）ヘ
ッド（再生トラック幅１μｍ）をループテスターに取り付けて、線記録密度３２５ｋｆｃ
ｉの信号を記録した。その後、再生出力を測定し、再生出力とノイズとの比としてＳＮＲ
を求めた。比較例１のＳＮＲを０ｄＢとした時にＳＮＲが２．０ｄＢ以上であれば、高密
度記録化に伴う今後の厳しいニーズに対応し得る性能を有すると評価することができる。
【００９７】
　以上の結果を、表１に示す。
【００９８】
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【表１】

【００９９】
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　上記方法により求められるＰＥＳが９．０ｎｍ以下であることは、タイミングベースサ
ーボシステムにおけるヘッドトラッキングによって、記録ヘッドを高精度に位置決め可能
であることを意味する。
　比較例１～３と比較例４との対比により、磁性層表面Ｒａが１．８ｎｍ以下の磁気テー
プでは、ＰＥＳが９．０ｎｍを大きく超える現象（ヘッド位置決め精度の低下）が発生す
ることが確認された。
　比較例５の磁気テープは、サーボヘッドの摺動性がきわめて低く、サーボヘッドを走行
させることができなかったため、ＰＥＳを評価することができなかった。磁性層表面Ｒａ
が１．５ｎｍ以下であり磁性層表面の平滑性が高いためサーボヘッドが素地部分と接触す
る確率が高いにもかかわらず、素地摩擦が０．４５と高いことが原因と考えられる。
　これに対し実施例１～６の磁気テープは、磁性層表面Ｒａが１．８ｎｍ以下であるもの
の、９．０ｎｍ以下のＰＥＳを達成すること、即ちタイミングベースサーボシステムにお
けるヘッド位置決め精度の向上が可能であった。
　更に、実施例１～６の磁気テープが２．０ｎｍ以上のＳＮＲを示したことには、磁性層
表面Ｒａが１．８ｎｍ以下であり磁性層の表面平滑性が高いことが寄与していると考えら
れる。
【産業上の利用可能性】
【０１００】
　本発明は、高密度記録用磁気テープの技術分野において有用である。

【図１】

【図２】
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